
自治事務 法定受託事務

■職員□一部委託 □全部委託 □指定管理 □市民ボランティア □NPO等 □その他( )
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※　人件費相当額試算は、従事職員数に平均人件費を用いて試算したものです。

令和04年06月24日(金)

保険年金課 担当係 国保税係 管理番号 3119国民健康保険運営事務

みんなで創る協働のまち

行財政運営の推進

令和2年度

総務費 運営協議会費

国民健康保険事業費納付金 医療給付費分

被保険者

財
源
内
訳 他特定財源

一般財源

予算（現額）

２．事業費（投入コスト）

区分 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事
業
費 地方債 0 0

471,891 4,129,823,586 4,001,820,985

・国保運営協議会の会議
開催
・県への報告

年度別計画

4,163,112,000 4,031,604,000

事務事業評価表
１．基本事項

大項目

小項目

6

国県補助金の申請、国民健康保険事業費納付金の算定、国民健康保険事業の運営に関する事項を審議するために設置さ
れる深谷市国民健康保険運営協議会に関する事務を行う。

担当課

県支出金 0 74,969,000 62,932,000 74,101,000 104,226,000 69,917,000

0

0

3,607,474,259

52,808

国民健康保険事業費納付金

運営協議会費

事務事業

3

事業概要

582,463,000

3,355,459,000

0

決算額

国支出金

中項目 2 将来に向けた持続可能なまちづくり

0 0

419,083 3,877,529,863 3,938,843,486 3,671,642,939

956,000

0 0 0 16,192,000 5,999,000

177,324,723 45,499 31,226,376

単位：円

201,230,195

総事業費試算

人件費相当試算※

従事職員数（人）人件
費

1,249,791 4,132,313,826

777,900 2,490,240

0.10 0.32 0.40 1.72 1.70

4,004,965,385

3,144,400

1.70

13,823,292

4,021,662,292

13,993,920 13,195,256

3,807,156,235 3,932,124,710

令和4年度

193,756

2,583,223,436

137,000

955,398,966

前年度決算額（円）

特別会計

特別会計

目

国民健康保険事業費納付金

特別会計

特別会計

特別会計

退職被保険者等医療給付費分

一般被保険者後期高齢者支援金等分

退職被保険者等後期高齢者支援金等分

総
合
計
画

主要プロジェクト 0 (未使用）

国民健康保険法、国民健康保険法施行令、深谷市国民健
康保険条例、深谷市国民健康保険に関する規則根拠法令

個別計画等

事業区分 ■ □

目的
※何のために

運営協議会経費

一般被保険者後期高齢者支援金等分

退職被保険者等後期高齢者支援金等分

後期高齢者支援金等分

一般被保険者医療給付費分 一般被保険者医療給付費分

国民健康保険事業の円滑・適切な運営のため

対象
※誰・何を対象に

50,000

区分 款

手段
※どのように

深谷市国民健康保険運営協議会の会議開催、国民健康保険事業にかかる国県補助金の申請、国民健康保険事業費納付金
の算定に必要な数値の報告と納付金の支出

成果
※何を求めるか

円滑で適切な国民健康保険事業の運営

項

作成日

細事業名

退職被保険者等医療給付費分

令和3年度

後期高齢者支援金等分

事務事業を
構成する
予算事業

3,793,162,315 3,918,929,454 0

・国県補助金の申請
・納付金算定
・国保運営協議会の会議
開催
・県への報告

・国県補助金の申請
・納付金算定
・国保運営協議会の会議
開催
・県への報告

・国県補助金の申請
・納付金算定
・国保運営協議会の会議
開催
・県への報告

・国県補助金の申請
・納付金算定
・国保運営協議会の会議
開催
・県への報告

・国県補助金の申請
・納付金算定
・国保運営協議会の会議開
催
・県への報告

4,007,839,0003,821,238,000 3,994,621,000

本事業の
主な業務

執行体制

医療給付費分

国民健康保険事業費納付金

深谷市国民健康保険運営協議会の会議開催

国民健康保険事業にかかる国県補助金の申請

国民健康保険事業費納付金の算定数値の報告、納付金の支出

国県への各種報告事務



実績値

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

　

３．評価指標
目標値

実績値

目標値

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動指標１
実績値

必要に応じて随時招集されるため設定になじまない。　/　協議会が招集された回数

回

単
位

02 2

評価者 国保税係長　荻野　邦夫

区分 評価の観点 評価 評価理由

４．観点別評価

令和
4年度

平成
29年度

平成
30年度

平成
31年度

令和
2年度

令和
3年度

4

100

効率性

・意図した成果が上がっている
か。
・指標未達成の場合は、その原因
を分析できているか。

・ICTの活用や業務改善が充分か。
  ※検証必須
・コスト面など効率的に執行できている
か。
・民間委託や他事業との統合・連携が可
能か。

国県補助金や納付金の算定に必要な数値は、システムから出力することがで
きるようになっており、内部事務の効率化が図れている。

A

A

新型コロナウイルス感染症の影響により、書面での開催となったが、国保の
事業運営について報告すべき事項をすべて適切に報告することができた。

成果

％

実績値

目標値

実績値

目標値

100

100
成果指標１

評価理由・指標数値の推移
令和３年度は、報告事項のみで、諮問事項がなかったため、開催は１回と
なった。

0

1

100 100 100 100 100

100 100 100

3

付議した事項はすべて審議されることが望ましいので１００％を目標値とした。　/　審議件数÷付議件数×１００

評価評価の観点区分

　

目標値

実績値

区分

国民健康保険運営協議会の開
催回数

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

指標名

協議会への付議事項について
審議された割合

目標値

実績値
　

　
目標値

実績値の算出式

（２）事業効率性評価
事業効率性評価は、執行体制や手段など効率的に事務事業を執行しているかを評価します。
（評価基準）（A:効率的である　B:高める余地あり　C:効率的でない）

評価者 国保税係長　荻野　邦夫

観点別評価は、指標達成の有無の他、その達成率も勘案して総合的に評価します。
目標値の設定がないものについても、進捗状況等を踏まえA～Cの三段階にて評価します。

・活動実績は、見込みに沿い、か
つ投入資源に見合っているか。

（１）事業達成度評価
事業達成度評価は、意図した活動により事業目的に適う成果がでているかを評価します。
（評価基準）（A:達成している　B:おおむね達成している　C:達成していない）

B

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動



□ ①拡充,重点化(コスト投入) □委託化等の検討

■ ②現状のまま継続 □成果向上のための改善

□ ③見直して継続 □効率化のための改善

□ ④目的達成による終了 □事業規模の縮小

□ ⑤廃止を検討 □他の事務事業と統合

７．改善改革プラン・今後の課題

令和4年度に実施する
改善・改革案

（事業目的・各指標の達成に必要
な改善、業務の効率化を図るため

の改善）

８．評価指標グラフ

６．所属長評価（今後の方向性）

５．前年度改善改革プラン達成状況

コロナ禍にあっても深谷市国民健康保険運営協議会を適切に開催することが
できた。また、国県補助金の申請、国民健康保険事業費納付金の算定数値報
告、支出等の事務を滞りなく遂行し、国民健康保険事業の運営を円滑かつ適
切に行うことができた。

令和2年度の評価を受けて
設定した改善・改革案

達成状況及び
その効果

評価者 保険年金課長　田村　恵

評価の内容説明

3119事務事業 国民健康保険運営事務 担当課 保険年金課 担当係 国保税係 管理番号

区分 活動指標１ 指標名 国民健康保険運営協議会の開催回数

令和5年度以降に取り組む
改善・改革案・今後の課題

（事業目的・各指標の達成に必要
な改善、業務の効率化を図るため

の改善）

区分 成果指標１ 指標名 協議会への付議事項について審議された割合

0

2

4

6

平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値

実績値

0

50

100

150

平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値

実績値

上記を実施するための具体的な取組内容は？


